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令和 4年度大阪市立小林斎場及び佃斎場事業報告書 

 

施設概要 

施 設 名 大阪市立小林斎場 

所 在 地 大阪市大正区小林東 3-12-8 

施 設 規 模 
構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

敷地面積 5,647㎡ 建物面積 1,299㎡ 

  主 な 施 設 

炉前ホール、火葬炉 10炉、大式場、小式場、親族控室、宗

教者控室、遺体安置室、市民休憩室、事務室、駐車場（バ

ス 2台、自家用車 25台） 

 

施 設 名 大阪市立佃斎場 

所 在 地 大阪市西淀川区佃 6-4-18 

施 設 規 模 
構造 鉄筋コンクリート造 

敷地面積 3,090㎡ 建物面積 761㎡ 

  主 な 施 設 
炉前ホール、火葬炉 4炉、式場、親族控室、宗教者控室、遺

体安置室、市民休憩室、事務所、駐車場（15台） 

 

指定管理者 

団 体 名 おおさか斎苑管理グループ 

主たる事務所の所在地 三重県四日市市朝日町 1番 4号 

代 表 者 職務執行者 斎藤 孝宏 

指 定 期 間 平成 30年 4月 1日から令和 5年 3月 31日まで 

報告対象期間 令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日まで 

担 当 者 湯地 尚輝      （現地）野口 浩明 

連 絡 先 059-359-7670      （現地）06-6551-0402 
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1 指定管理業務の実施状況 

（１）管理運営方針 

① 常に敬意の念を表して故人を迎えることの出来るよう従業員を教育いたします。 

② 全従業員が自らの業務に誇りを持ち、奉仕の精神で業務を行える管理運営を行い

ます。 

③ 「作業」ではなく「サービスの提供」であることを強く意識した管理運営を行い

ます。 

④ 全ての業務・管理において「間違いなく」「無駄なく」「事故なく」行います。 

⑤ 理想的な斎場管理運営モデルの構築に努めます。 

 

 上記 5項目を基本方針とし、常に「利用者の視点で管理運営を行うこと」で、

「如何に利用者のニーズに応えた管理運営を行えるか」、「御遺族の心情に配慮し

た管理運営を行えるか」という事を念頭に置き、利用者のご意見やご要望などの

「生の声」を取り入れることで業務水準の向上に取り組むとともに、苦情等を真

摯に受け止め、改善を図りました。 

 

（２）職員の配置状況（令和 5年 3月 31日現在） 

役職名 小林斎場 佃斎場 

統括責任者 1名 - 

現場責任者（斎場長） 1名 1名 

現場責任者補佐 1名 1名 

火葬業務主任 1名 1名 

火葬業務員兼事務員 2名 1名 

事務員 1名 2名 

 上記人員配置のうち、火葬業務員は小林斎場・佃斎場を兼務し、両斎場で安全

な業務遂行と良好なサービスを提供できる体制を整えました。 

また、火葬業務員が事務業務を兼務することで状況に合わせて各部門に適正人

員数を配置できることに加え、部門間での情報共有の円滑化、全体的なサービス

水準の向上に繋げることができました。 

統括責任者が現場全体の管理を行っているうえで、現場責任者及び現場責任者

補佐は各部門業務にも従事し、各業務の水準点検を日々行い、要望やご意見を即

時反映し、サービス向上をし続ける体制で実施致しました。 

更に、小林斎場、佃斎場の配置人員の他、グループ本部等からの応援要員 7名

から適宜必要な人員を配置し、適正なシフト管理を行いました。 
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（３）火葬業務に係る事項 

 火葬炉設備運転管理業務では、故人の尊厳をお守りすることを第一とした丁寧

な火葬を心掛けるとともに、可視煙及びダイオキシン類等の発生防止を考慮し、

環境に配慮した火葬に努めました。 

 棺受入、収骨業務では、安全性・確実性を最優先とした指導をし、そのうえで

丁寧かつスムーズな業務遂行に努めました。炉前ホールですべての儀式を行う施

設構造を考慮し、すべての御遺族への平等利用を確保できるよう努め、満足して

頂けるように努めました。 

 

（４）斎場使用の許可に関する事項 

斎場使用許可業務では、火葬許可証を含めた各種申込書等と予約内容に間違い

ないかを 2名以上の職員で確認（ダブルチェック）し、必要書類等に不備がある

場合は、担当区役所等と調整の上、担当の葬祭業者に訂正を依頼するなど、適正

な処理に努めました。 

 かま札の取り扱いでは、故人の名前の間違いが無いよう、文字の詳細に至るま

で職員と葬祭業者の双方での確認を必須とし、要望に合わせて柔軟な対応に努め

ました。 

 

（５）維持管理に係る事項 

各種保守点検、定期作業等は仕様に基づき実施いたしました。実施月は事業計

画書の計画に基づき実施し、適正な管理に努めました。 

 また、不具合の早期発見、早期修繕を心掛け、下表の修繕を実施しました。 

6月度 火葬炉設備修繕、冷温水発生器配管工事及びリーク調査 

7月度 火葬炉設備修繕 

8月度 フロアヒンジ交換修繕 

9月度 火葬炉設備修繕 

10月度 火葬炉設備修繕 

11月度 火葬炉設備修繕 

12月度 火葬炉設備修繕 

1月度 火葬炉設備修繕 

2月度 火葬炉設備修繕 
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（６）関係機関との連携状況等 

毎月 1回開催している月例報告会において環境局と詳細な業務状況の報告、ご

意見や苦情等の内容報告と対応についての協議等を行っている他、突発的な事故

等について遅滞なく報告・連絡・相談を行うよう努めました。 

また、業務遂行上で取り入れられるサービス向上策等を環境局及び瓜破斎場、

北斎場、鶴見斎場と互いに共有し、意見交換等を行うことで大阪市の斎場事業全

体の水準向上に繋がる連携が図れたと考えております。 

当該施設を利用される葬祭業者とは窓口、電話等にて火葬業務上必要な情報等

を事前に頂くよう協力を求める他、利用者（御遺族、会葬者）からのイレギュラ

ーな要望等に対して、公、民の両面から調整を図ることで解決策を見いだせるよ

う連携を図りました。 

災害対策に関しては、令和 4年度大阪市震災総合訓練に伴い、大阪市と協議の

うえ、大阪市からの実施要領に基づき地震発生後の被害状況の把握に努め、被災

者の救護措置や二次災害の防止を図るため、職員の行動などを検証、確認するこ

とを目的に現地訓練を実施しました。 
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2 利用状況 

 

（１）月別開場日数（小林・佃斎場） 

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月  

開場日数 30日 31日 30日 31日 31日 30日  

月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

開場日数 31日 30日 31日 30日 28日 31日 364日 

 

（２）月別火葬件数（単位：件） 

【小林斎場】 

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月  

火葬件数 471件 466件 447件 467件 537件 534件  

月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

火葬件数 517件 438件 507件 551件 444件 481件 5,860件 

【佃斎場】 

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月  

火葬件数 180件 163件 152件 151件 203件 200件  

月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

火葬件数 69件 60件 202件 210件 195件 203件 1,988件 

 

 

 

（３）月別式場利用件数（単位：件） 

【小林斎場】 

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月  

利用件数 55件 57件 61件 73件 18件 57件  

月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

利用件数 53件 34件 39件 41件 91件 68件 647件 

【佃斎場】 

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月  

利用件数 7件 11件 8件 1件 17件 8件  

月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

利用件数 2件 5件 5件 10件 9件 5件 106件 
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3 実施事業・自主事業 

 

令和 3年度に引き続き、小林斎場に 2台、佃斎場に 1台の自動販売機を設置いたし

ました。 

 

 

 

4 収支決算状況                         （単位：円） 

収 入（項目） 内 訳 金 額 

 
管理代行料 指定管理料収入 162,073,655 

自動販売機収入 自動販売機手数料 334,907 

 
収入合計（A）  162,408,562 

支 出（項目） 内 訳 金 額 

 

人件費 給与、通勤手当 53,203,436 

事務費 

法定福利費、福利厚生費、消耗品費 

事務用品費、雑費、リース料 

通信費、保険料 

13,760,173 

管理費 各点検費用、修繕費 15,590,787 

光熱水費 電気代、ガス代、水道代 67,240,836 

その他経費 共通経費、間接管理費 13,081,135 

 支出合計（B）  162,911,437 

収支（A）－（B）  △502,875 

※管理代行料には指定管理業務基本協定書第 30条に係る負担金 7,310,600円を含む 
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5 その他 

（１）サービス向上 

葬祭業者各社や御遺族、ご会葬者の方々から頂くご意見を職員ミーティングで取

り上げ、サービス向上策に取り入れることで、「利用者のための斎場運営」に取り

組みました。 

職員ミーティングは朝礼、業務終了時の現場責任者による個人面談に加え、各斎

場で定例会議を実施し、各種事案の対応検証、各種マニュアルの検証・見直し、新

規雇用者研修等の進捗確認等を行いました。 

更に、統括責任者は当グループ代表団体が指定管理者となっている他自治体斎場

施設の各責任者と本部担当課職員等による合同会議に出席し、情報やノウハウの共

有をし、当該施設の業務水準向上に繋げました。 

令和 4年 12月より火葬炉待ちによる、火葬日の順延を通常予約 16時までのとこ

ろ特異的に 17時予約を受入れすることで無くすように努め、大阪市全体への利便

性の向上に繋げました。 

 

（２）市費縮減に係る取組状況報告 

事業計画書、各種縮減方策に基づき、市費縮減に努めました。 

消耗品等の管理担当者を定め、無駄のない管理による消耗品費の縮減に努めまし

た。また、御利用者が不快に思わない程度のエアコンの温度設定ならびに御利用者

利用外の施設の電球・蛍光灯間引きによる電気料金の削減、日毎の火葬炉設備や付

帯設備の点検、修繕を行う事による設備及び施設の長寿命化に日常的に取り組みま

した。 

 

（３）利用者からの苦情、意見、要望への対応状況報告 

利用者から頂いた苦情、意見、要望等は毎月 1回開催している月例報告会におい

て環境局に報告し、対応が適切であったかを協議、確認いたしました。 

また、大きな事故・苦情・トラブルの無い管理運営ができており、頂いたご意見

を反映させることでサービス向上に努めることができました。 
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（４）研修実績 

各種研修は研修計画に基づき実施いたしました。研修項目は下表のとおりです。 

新規雇用者対象研修 コンプライアンス研修 

個人情報保護研修 

人権研修 

火葬、葬儀の知識研修 

基本的な設備の取扱研修 

マナー研修 

グリーフケア研修 

基本的な接遇研修 

専門性向上研修 普通救命研修 

コンプライアンス研修 

個人情報保護研修 

人権研修 

マナー/接遇研修 

各種トラブル対応研修 

防犯訓練/防災訓練 

火葬技術向上研修 

火葬炉メンテナンス研修 

グリーフケア研修 

新規雇用者研修の実地研修は当社規程による試用期間（最大 3ヶ月間）を利用し

て事務業務研修、炉前業務研修、火葬炉運転業務研修を実施し、統括責任者もしく

は各現場責任者立ち合いによる内部試験に合格した後に実業務に従事させました。 

座学研修に加え、服装管理や様々なマナー関連、その他トラブル・クレーム事案

の対応等に関しては日々の朝礼、個別面談、各種ミーティングを通じて指導いたし

ました。 

 

（５）利用者モニタリングの実施状況 

年度に引き続き、利用者からの苦情、意見、要望を頂けるよう、小林斎場及び佃

斎場の市民休憩室にアンケートボックスを設置するとともに新たに Webアンケート

を導入しました。 

アンケート回答数は小林斎場 89件、佃斎場 14件（内、webアンケート 小林斎

場 17件、佃斎場 3件も含む）であり、「非常によかった」「よかった」という評価

を 98％ の方から頂きました。   

アンケートで頂いた内容には「初めてのことで不安があったが、安心感で包んで

くれた。」「職員の方々の対応がすばらしいです。古い建物ですが清潔で故人を気持
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ち良く送り出せました。指定管理次期も推薦の気持ちです。」などのお褒めの言葉

を頂きました。 

また、具体的なご意見は記載されておりませんでしたが、「良い」以外の評価を

頂いたことを真摯に受け止め、サービス水準向上に取り組みました。 

アンケート以外でも利用者が声をかけやすい環境作りに努め、直接の依頼等だけ

ではなく、会話の中で気になったことなどにも、その場その場で何かできることは

ないかを考え、対応できるよう、日頃から利用者の声に耳を傾ける職員の育成に取

り組みました。 

 

（６）個人情報保護への取組状況 

大阪市個人情報保護条例（平成 7年大阪市条例 11号）及び大阪市情報公開条例

（平成 13年大阪市条例 3号）の趣旨を踏まえ、令和 3年度に引き続き、適正な取

り扱いに努めました。 

グループ本部には「上級個人情報保護士」の有資格者を配置し、より適正な取り

扱いに務めております。 

斎場施設での個人情報の保護は、故人の情報から遺族の情報が特定できるため、

故人の情報も保護対象とし、苗字のみでも保護の対象としております。 

そのため、本人の同意を得た場合を除き、当斎場施設での業務上必要な利用目的

以外での閲覧、複写等を一切禁止しております。 

データ（パソコン本体含む）の持ち出し禁止、パソコンの暗証番号による起動、

個人情報を含む資料を保管する部屋の施錠管理、事務所内への部外者の立ち入り禁

止など適正な管理をしております。 

 

（７）新型コロナウィルス感染症への対策と対応 

新型コロナウィルス感染症が利用者に蔓延しないよう、施設内に消毒液を設置

し、換気を行うなどの対策を実施しました。また、注意喚起を呼びかけるポップ等

を市民休憩室等に設置しました。 

 職員の感染防止対策は、令和 2年 2月 23日に「新型コロナウィルス対策本部」を

グループ本部に設置し、業務中に加えて通勤やプライベートを含む予防対策を令和 3

年度に引き続き具体的に指導しました。 

 感染症により亡くなった方の火葬方法は、予約受付方法や対応方法などを事前に

環境局と調整し、前記対策本部が具体的な受入方法を策定しました。 

 コロナウィルス感染症により亡くなられた方を火葬するために一般入場の負担軽

減のため小林斎場の火葬予約件数を増加させることで大阪市全体の利用率低下を抑

えることに努めました。 

 


